
熊本県民間シェルター支援事業補助金交付要項 

 

 （趣旨） 

第１条  知事は、配偶者や親密な間柄にある者等から暴力を受けている被害者、性的な被害や

家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営

む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）及び男性の人身取引被害者

（以下「ＤＶ被害者等」という）の保護及び生活の自立に向けた支援など、ＤＶ被害者等の立

場に立った一時保護体制の充実を図るため、ＤＶ被害者等を緊急一時的に保護する施設（以下

「シェルター」という。）を運営している県内の民間団体（以下「補助事業者」という。）に対

し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、熊本県補助金等

交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要項に定めるところによる。 

 

 （補助対象事業、補助対象経費及び補助金の限度額） 

第２条  補助対象事業は、県内の民間団体が運営するシェルターにおけるＤＶ被害者等の一時

保護とする。 

２ 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助金の限度額は、次表のとおりとする。 

補助対象経費 補助事業者が行う補助対象事業に要する経費（家賃、人件

費、食糧費、光熱水費、役務費（通信運搬費）、消耗品費） 

補助金の

限度額 

 

 

 

ＤＶ被害者 １世帯当たり２，６００円／日で３０日分を上限とし、か

つ予算の範囲内とする。 

ただし、以下に掲げる事由がある場合は、予算の範囲内に

限り、７日間を上限として日数を延長することができる。 

（１）資金不足で転居先がない場合であって、かつ、生活

保護や生活福祉資金の貸付、住宅手当など資金確保

に当たっての公的手続をシェルター入居から２週

間以内に行っている場合 

（２）協議離婚に相手方が応じない場合であって、かつ、

シェルター入居前もしくはシェルター入居から２

週間以内に離婚調停の申立てを家庭裁判所に提出

している場合 

困難な問題を抱

える女性 

１世帯当たり２，６００円／日で３０日分を上限とし、か

つ予算の範囲内とする。 

ただし、資金不足で転居先がない場合であって、かつ、生

活保護や生活福祉資金の貸付、住宅手当など資金確保に当

たっての公的手続をシェルター入居から２週間以内に行

っている場合は、予算の範囲内に限り、７日間を上限とし

て日数を延長することができる。 

男性の人身取引

被害者 

１世帯当たり２，６００円／日で３０日分を上限とし、か

つ予算の範囲内とする。 

ただし、帰国の意思がある場合で、かつ、シェルター入居

前もしくはシェルター入居から２週間以内に入国管理局

へ通報・連絡している場合は、予算の範囲内に限り、７日



間を上限として日数を延長することができる。 

同伴児（２０歳

未満） 

予算の範囲内に限り、１人当たり９００円／日を加算する

ことができる。なお、延長日数についてはＤＶ被害者、困

難な問題を抱える女性及び男性の人身取引被害者と同様

の取扱いとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条  規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号のとおりとし、その様式は、当該各号に定めると

ころによるものとする。 

 （１）事業計画書  別記第２号様式 

 （２）収支予算書  別記第３号様式 

 （３）過去１年間の活動実績報告書 別記第４号様式 

 （４）シェルターを運営する団体の会則等 

 （５）その他参考となる資料 

３ 第１項の申請書の提出期限は、別に定めることとし、その提出部数は１部とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第４条  補助金の交付の条件は、規則第５条第１項各号に掲げるもののほか、次に定めるとおり 

とする。 

（１）熊本県内でシェルターを運営し、かつ、補助金の交付申請日の前日において、継続して

１年以上運営しており、ＤＶ被害者等の一時保護の実績があること。 

（２）特定の政党及びこれに類する政治団体に対する支援活動、宗教活動又は営利活動を目的

としていないこと。 

 （３）県内のＤＶ対策関係機関又は困難な問題を抱える女性支援関係機関と連携を図っている

こと。 

 

（決定の通知） 

第５条  規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書（別記第５ 

号様式）により行うものとする。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第６条  規則第７条第１項の別に定める変更事由は、補助対象事業の内容の変更があって、補助  

申請の額の増額変更を伴うものとする。 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第６号様式によるものとし、事業変更計画書は別記

第２号様式によるものとする。 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助金変更決定通知は、変更交

付決定通知書（別記第７号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取り下げ） 

第７条  規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知を受 

けた日から起算して３０日を経過した日までとする。 

 



（実績報告） 

第８条 規則第１３条の実績報告書は、別記第８号様式によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は、次の各号に掲げるものとし、その様式は、当該各号に定めると

ころによるものとする。 

 （１）事業実績報告書 別記第９号様式 

 （２）収支精算書 別記第１０号様式 

 （３）その他補助事業に関する資料 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、交付決定のあった年度の３月３１日までとし、その提出

部数は１部とする。ただし、当該日が熊本県の休日を定める条例（平成元年条例第１０号）第

１条に規定する県の休日に当たる場合にあっては、当該日前において、その日に最も近い同上

に規定する県の休日ではない日とする。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書（別記第 

１１号様式）により行うものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第１０条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１２号様式によるものとする。 

 

（証拠書類の保管期間） 

第１１条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。 

 

（雑則） 

第１２条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   

附 則 

 この要項は、平成１８年６月３０日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

この要項は、平成２１年９月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

この要項は、平成２２年９月１日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

 この要項は、平成２４年８月６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 この要項は、平成２５年９月３０日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

 この要項は、平成２７年１月９日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

この要項は、令和元年７月３０日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

この要項は、令和２年２月２８日から施行する。 

この要項は、令和３年８月１７日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 この要項は、令和４年７月１日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 この要項は、令和５年４月１４日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

この要項は、令和７年７月１０日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第３条関係）   

                                     第    号 

                                   年  月  日 

 

 

 

  熊本県知事           様 

 

 

 

                      申請者 住所 

                          団体名 

                          代表者名          

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金交付申請書 

 このことについて、下記により標記補助金を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第３条及

び熊本県民間シェルター支援事業補助金交付要項第３条の規定により、関係書類を添えて申請し

ます。               

記 

１ 補助金交付申請額   金         円 

 

２ 添付書類 

（１） 事業計画書 

（２） 収支予算書 

（３） 過去１年間の活動実績報告書 

（４）シェルターを運営する団体の会則等 

（５）その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申請者の押印を省略する場合 

書類発行責任者氏名：                  連絡先（電話番号） 

担 当 者 氏 名 ：                   連絡先（電話番号） 



別記第２号様式（第３条、第６条関係） 

               事 業（変更） 計 画 書   

 

                         団体名          

 

１ 事業の目的  

配偶者や親密な間柄にある者等から暴力を受けている被害者、性的な被害や家庭の状況、
地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困
難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）又は男性の人身取引被害者の一時
保護 

   
２ 実施主体 
（１）名称 

（２）住所 
（３）代表者 

 
３ 施設等 
 （１）所在地 
 （２）形態（アパート、一戸建て等） 
 （３）部屋数・広さ 
 （４）定員 
 （５）スタッフ 

 名前 在籍年数 役割 資格等 

１     

２     

３     

４     

 

４ 入所状況               

 入所者 入所期間 入所日数 

 

１ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

２ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

３ 同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

４ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。 

 



別記第３号様式（第３条関係） 

                  

                 収支予算書  

 

                         団体名                           

 

                                     （単位：円） 

 

 

事業内容 

 

収入 

 

 

支出 

事項 

（明細） 

金額 事項 

（明細） 

金額 

民間シェルター 

運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

   計 

   

 

 

 

 

 



別記第４号様式（第３条関係） 

 

  過去１年間の活動実績報告書 

                       

 

                           団体名   

 

 

１ 活動開始年月日 

 

   年  月  日  

 

２ 過去１年間の一時保護の実績の有無及び概要 

   

（   ）無 

  （   ）有 … 「有」の場合、入所世帯数 （   ）世帯 

※該当する方に○を記入してください（以下同じ）。 

 

３ 活動目的 

   

   特定の政党及びこれに類する政治団体に対する支援活動、宗教活動又は営利活動を目的と

しているか否か 

  （   ）目的としている 

  （   ）目的としていない 

     

４ 県内のＤＶ対策関係機関又は困難な問題を抱える女性支援関係機関との連携の有無及び概要 

 

  （   ）無 

  （   ）有 … 「有」の場合、主な連携先及び概要 

           （                     ） 

 

※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。 

 



別記第５号様式（第５条関係） 

                                   第    号 

                                   年  月  日 

 

 

 

  （申請者） 様 

 

 

 

                         熊本県知事          印 

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金交付決定通知書 

     年  月  日付け   第   号で申請のありました熊本県民間シェルター支援

事業補助金については、熊本県補助金等交付規則第４条の規定により、金      円を交付

することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通知します。 

                    

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第６号様式（第６条関係）   

                                    第    号 

                                   年  月  日 

 

 

 

 熊本県知事           様 

 

 

 

                      申請者 住所 

                          団体名 

                          代表者名          

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金変更申請書 

      年   月   日付け   第   号で補助金交付決定のあった熊本県民間シ

ェルター支援事業を下記のとおり変更したいので、熊本県補助金等交付規則第７条及び熊本県民

間シェルター支援事業補助金交付要項第６条の規定により関係書類を添えて申請します。               

記 

１ 補助金交付申請額   金              円 

  （前回までの申請額  金              円 ） 

 

 

２ 計画変更の理由 

 

 

３ 添付書類 

（１）事業変更計画書 

（２）その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第７号様式（第６条関係）   

                                    第     号 

                                   年  月  日 

 

 

 

  （補助事業者） 様 

 

 

 

                     

                       熊本県知事          印 

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金変更交付決定通知書 

     年  月  日付け   第   号で申請のありました民間シェルター支援事業の

計画変更については、熊本県補助金等交付規則第７条第２項の規定により承認し、熊本県民間シ

ェルター支援事業補助金      円（前回までの交付決定額金    円）に変更すること

に決定しましたので、同条第３項の規定により準用する同規則第６条の規定により通知します。 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第８号様式（第８条関係）   

                                     第    号 

                                   年  月  日 

 

 

 

 熊本県知事            様 

 

 

 

                    補助事業者 住所 

                          団体名 

                          代表者名          

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金実績報告書 

      年   月   日付け    第   号の交付決定に基づき、熊本県民間シェ

ルター支援事業を実施したので、熊本県補助金等交付規則第１３条及び熊本県民間シェルター支

援事業補助金交付要項第８条の規定により関係書類を添えてその実績を報告します。               

記 

 

  添付書類 

  １ 事業実績報告書       

  ２ 収支精算書       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別記第９号様式（第８条関係）   

                事業実績報告書  

                         団体名                           

１ 実施主体 

（１）名称 

（２）住所 

（３）代表者 

 

２ 施設等 

 （１）所在地 

 （２）形態（アパート、一戸建て等） 

（３）部屋数・広さ 

 （４）定員 

 （５）スタッフ 

 名前 在籍年数 役割 資格等 

１     

２     

３     

４     

 

３ 入所実績 

 入所者 入所期間 入所日数 

 

１ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

２ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

３ 同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

４ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

５ 

世帯主     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

同伴児①     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 同伴児②     年  月  日（  ）～   年  月  日（  ）    日間 

 

※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。 

 

  



４ 実績内訳 

 

 

 

 

 

 

１ 

入所期間及び入所日数 

※同伴児の数に応じて行を

追加してください。 

世帯主    年  月  日（  ）～  年  月  日（  ）    日間 

同伴児① 年  月  日（  ）～  年  月  日（  ）    日間 

同伴児② 年  月  日（  ）～  年  月  日（  ） 日間 

上記の者のいずれかの

入所日数が30日を超え

る場合の事由 

 

 

① 本要項第 2条第 2項に定める延長事由に該当するか （ 該当 ・ 非該当 ） 

② ①で「該当」の場合、資金確保に当たっての公的手続、離婚調停の申立て、

入国管理局への通報・連絡を行った日付 （   年  月  日 ） 

入所者の区分 

※右記から該当するものに

✓を付けてください。 

□ DV 被害者 

□ 困難な問題を抱える女性 

□ 男性の人身取引被害者 

入所者の主な課題 

 

 

入所期間中に行った入

所者への支援及び支援 

に当たって連携を図っ

た県内のＤＶ対策関係

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

入所期間及び入所日数 

※同伴児の数に応じて行を

追加してください。 

世帯主    年  月  日（  ）～  年  月  日（  ）    日間 

同伴児① 年  月  日（  ）～  年  月  日（  ）    日間 

同伴児② 年  月  日（  ）～  年  月  日（  ） 日間 

上記の者のいずれかの

入所日数が30日を超え

る場合の事由 

 

 

① 本要項第 2条第 2項に定める延長事由に該当するか （ 該当 ・ 非該当 ） 

② ①で「該当」の場合、資金確保に当たっての公的手続、離婚調停の申立て、

入国管理局への通報・連絡を行った日付 （   年  月  日 ） 

入所者の区分 

※右記から該当するものに

✓を付けてください。 

□ DV 被害者 

□ 困難な問題を抱える女性 

□ 男性の人身取引被害者 

入所者の主な課題 

 

 

入所期間中に行った入

所者への支援及び支援 

に当たって連携を図っ

た県内のＤＶ対策関係

機関 

 

 

※ 記入欄が不足する場合は追加してください。 

 

 

 



別記第１０号様式（第８条関係） 

                  

                 収支精算書 

 

                         団体名                           

 

                                     （単位：円） 

 

 

事業内容 

 

収入 

 

 

支出 

事項 

（明細） 

金額 事項 

（明細） 

金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

   計 

   

 

 

 

 

 



別記第１１号様式（第９条関係） 

                                   第     号 

                                   年  月  日 

 

 

   （補助事業者） 様 

 

 

 

                         熊本県知事          印 

 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金交付確定通知書 

     年  月  日付け  第   号で交付決定しました熊本県民間シェルター支援事

業補助金については、熊本県補助金等交付規則第１４条の規定により下記のとおりその額を確定

しましたので通知します。 

                   記 

１ 交付確定額   金      円    

２ 交付決定額   金      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１２号様式（第１０条関係） 

 

熊本県民間シェルター支援事業補助金請求書 

 

     年  月  日付け  第   号で確定の通知があった熊本県民間シェルター支援

事業補助金として、下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第１６条の規定により

請求します。 

 

記 

 

請求額  金          円 

 

 

   口座振替払           銀行     支店 

 

   種類（当座、普通） 口座番号（          ） 

 

   ﾌ ﾘ ｶ ﾞﾅ 

   口座名義人        （                   ） 

 

   住  所 

 

 

   電話番号 

      

        年  月  日 

 

                  補助事業者  住 所 

 

 

           団体名                       

 

               

                         代表者名                         

 

熊本県知事                様  

 

※申請者の押印を省略する場合 

書類発行責任者氏名：               連絡先（電話番号） 

担 当 者 氏 名 ：                連絡先（電話番号） 

 


